
兵庫県建設労働組合連合会 

 

       ０７８－５７５－７６６２ 

一般建築物石綿含有建材調査者講習 
 

 大気汚染防止法の改正により、建物の解体・改修工事の石綿飛散防止対策が

強化されました。 
 
（石綿含有調査に関する主な流れ） 

令和３年４月から 

解体工事または改修工事について、工事対象となる全ての

部材について事前調査が必要となっています。事前調査は設

計図書などの文書および目視によることが必要です。 

調査結果の記録は３年間の保存が必要。調査結果の写しを

工事現場に備え付け、概要を見やすいところに掲示する必要

があります。 

令和４年４月から 

（現時点） 

床面積 80㎡以上の解体工事または請負金額 100 万円以

上の改修工事について、工事開始前に労働基準監督署への報

告が必要となります。（まだ資格は必要ありません。） 

令和５年 10月から 

事前調査や分析調査は要件を満たす者が実施することが

必要となります。 

⇒建築物石綿含有建材調査者の資格が必要となります。 

 

この講習会は非常に人気が高く、一般の開催では予約が難しい講習になりま

す。兵庫県建設労働組合連合会では、日本環境衛生センターと契約し、組合員

に限定した講習会を下記の要領で開催することとしました。 

 

１．日  時  令和４年９月 21日（水）・22日（木）の２日間。 

（いずれも午前９時頃～午後６時頃を予定） 

２．締  切  令和４年９月７日（水）必着 

（ただし、定員 45 人に達し次第締め切ります） 

３．会  場  中央区文化センター 1001・1002会議室 

（〒650-0031 神戸市中央区東町115番地） 

４．受 講 料  49,500円（テキスト代・試験料を含む） 

５．受講資格  裏面をご覧ください。 

６．申込方法  所属の組合にご連絡ください。 



（受講資格） 

番号 学歴等 実務経験年数 

１ 

学校教育法による大学（短期大学を除く。）におい

て、建築に関する正規の課程またはこれに相当する

課程を修めて卒業した者 

卒業後の建築に関する 

実務経験年数：２年以上 

２ 

学校教育法による短期大学（修業年限が３年である

ものに限り、同法による専門職大学の３年の前期課

程を含む。）において、建築に関する正規の課程また

はこれに相当する課程（夜間において授業を行うも

のを除く。）を修めて卒業した者（専門職大学の前期

課程にあっては、修了した者） 

卒業後の建築に関する 

実務経験年数：３年以上 

３ 

「2」に該当する者を除き、学校教育法による短期

大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）ま

たは高等専門学校において、建築に関する正規の課

程又はこれに相当する課程を修めて卒業した者 

卒業後の建築に関する 

実務経験年数：４年以上 

４ 

学校教育法による高等学校または中等教育学校に

おいて、建築に関する正規の課程またはこれに相当

する課程を修めて卒業した者 

卒業後の建築に関する 

実務経験年数：７年以上 

５ 「1～4」に該当しない者（学歴不問） 
建築に関する 

実務経験年数：11年以上 

６ 
建築行政または環境行政（石綿の飛散の防止に関す

るものに限る。）に関わる者 
実務経験年数：２年以上 

７ 特定化学物質等作業主任者技能講習を修了した者 
石綿含有建材の調査に関する 

実務経験年数：５年以上 

８ 石綿作業主任者技能講習を修了した者（実務経験年数不問） 

９ 
産業安全専門官もしくは労働衛生専門官、産業安全専門官もしくは労働衛生専門官

であった者 

10 労働基準監督官として従事した経験を有する者 従事経験年数：２年以上 

【海外の大学で建築学課程を卒業した方など 1～10 に該当しない方は事務局までお問い合

わせください。】 
 
※この講習は全建総連の組合員専用です。組合員以外は受講できません。 

※講習１週間前までに受講票を郵送します。 

※講習終了後に修了試験があります。修了試験に不合格だった場合、再試験を

受講しなければいけません。再試験の場合は追加で 5,500 円が必要となり

ますので、ご了承ください。 

※再試験会場は現時点では未定です。再試験会場が東京となる場合もございま

すので、ご注意ください。 

※令和５年 10月からの届出については、パソコンやスマートホンを使用して

の届出がメインになります。パソコンやスマートホンが苦手な方は、事前に

ご了承ください。 


